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石綿健康被害救済制度の周知と医療記録等の取扱いについて 

 

 

標記につきまして、環境省大臣官房環境保健部環境保健企画管理課石綿健康被害

対策室長から添付のとおり通知がありました。 

 石綿による健康被害を受けた方については、「石綿による健康被害の救済に関す

る法律」に基づく石綿健康被害救済制度により医療費等が支給されています。 

石綿による健康被害を受けた方が被害者救済本制度へ申請をするに当たっては、

申請者の罹患した疾病が石綿を吸入したことによる指定疾病（法に規定する中皮腫、

肺がん、著しい呼吸機能障害を伴う石綿肺及び著しい呼吸機能障害を伴うびまん性

胸膜肥厚）であることを確認するため、申請者において医療記録等を提出すること

が必要とされています。石綿関連疾患は発症までの潜伏期間が非常に長期であるこ

とから、申請者が申請時に支障を生じることのないよう、可能な限り、医療記録等

の長期保存についてご協力いただければ幸甚です。 

 つきましては、貴会会員ならびに貴会関係郡市区医師会へ、石綿健康被害救済制

度について改めて周知するとともに、医療記録等の長期保存について、周知方ご高

配を賜りますよう宜しくお願い申し上げます。 
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石綿健康被害救済制度の周知等について 

 

平素より、石綿健康被害救済制度の推進についてご配慮いただき御礼申し上

げます。 
石綿による健康被害を受けた方については、平成 18 年より「石綿による健康

被害の救済に関する法律（平成 18 年法律第４号。以下「法」といいます。）」に

基づく石綿健康被害救済制度（以下「本制度」といいます。）により医療費等を

支給しています。 

石綿の使用等は平成 18 年に全面禁止されましたが、石綿関連疾患は発症まで

の潜伏期間が非常に長期であり、本制度の申請件数も増加傾向にあることから、

今後も石綿関連疾患を発症する方は増加する可能性があります。 

石綿による健康被害を受けた方が本制度へ申請をするに当たっては、申請者

の罹患した疾病が石綿を吸入したことによる指定疾病（法に規定する中皮腫、肺

がん、著しい呼吸機能障害を伴う石綿肺及び著しい呼吸機能障害を伴うびまん

性胸膜肥厚をいいます。）であることを確認するため、申請者において医療記録

等を提出することが必要とされています。 

つきましては、都道府県医師会及び貴会会員各位に対して本制度を周知いた

だくとともに、申請者が申請時に支障を生じることのないよう、医療記録等が将

来の本制度における申請資料になり得ることも考慮し、法定保管期限を経過し

た医療記録等であっても取扱いに留意することについて周知いただきますよう

お願いいたします。 
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